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エグゼクティブサマリー

3

バイデン・ハリス政権は、人権および民主主義の原則を外交政策の中核に位置付けている。市
民社会と人権擁護者への支援に関する米在外公館のための本ガイドラインは、大統領が掲げる
戦略的ビジョンと米外交政策の一環として、この主要な任務を支援する米国の決意を明記し、
具体的に説明するものである。対象は、主に国務省の人権担当官および人権擁護者を含む世界
各地の市民社会活動家である。
健全な民主主義、繁栄した経済、そして強じんな社会にとって、オープンかつインクルーシブ
で、自立し完全に機能している市民社会は不可欠である。米国は国連の人権擁護者に関する宣
言を順守し、基本的自由および人権擁護者の役割の保護と促進に向け、 2 国間および多国間会
合に引き続き積極的に関与していく。人権と基本的自由を保護し、健全なガバナンスを支援す
る人権擁護者を含む市民社会の仕事は、独裁政権による脅威から身を守り、民主主義の逆行を
防ぐ上で、必要不可欠なものである。人権侵害、差別および不正行為は、市民社会と人権擁護
者が自由に活動できる力が弱まる場所で横行する。米国は、世界人権宣言と、その後の合意、
条約、協定を通して、人権の前進に向け中心的な役割を引き続き果たしていく。この公的指針
は、極めて重要な任務に従事する市民社会と人権擁護者を支援することを目的に、米政府の政
治的立場の概要を示すものである。
世界中で民主主義と人権が脅威にさらされている。世界では 10 年以上にわたり、市民社会の役
割が一貫して縮小していくなど、民主主義の後退が続いている。多くの国が市民社会の資金調
達や運営を制限する法律を可決しており、中には国家安全保障法を悪用し、市民社会活動家が
表現の自由、結社の自由、移動の自由、平和的集会の自由を行使する能力を抑圧する政府もあ
る。また、民主的な議論の弱体化を狙い、検閲・監視技術の活用やインターネットの遮断を利
用する事例も増えてきた。各国政府は、個人の人権行使を制限する、あるいは市民社会を脅す
手段として、オンラインサービスの遮断や制限や、監視技術の導入を行うべきではない。むし
ろ政府は、市民団体が社会において独特かつ積極的な役割を果たす中、自らが奉仕する国民の
成功を促進するため、市民社会に権限を与え、市民社会領域を拡大しなければならない。

https://www.ohchr.org/Documents/Issues/Defenders/Declaration/declaration.pdf
https://www.un.org/sites/un2.un.org/files/udhr.pdf
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米国は、人権擁護者と市民社会組織 (CSO) の仕事により、彼らがしばしば危険にさらされる可
能性があると認識している。人権擁護者は、威嚇、脅迫、恣意的拘束、強制的失踪、法的に認
められない殺害、拷問、性的暴行、そして不正な裁判の被害者となる場合が多い。権威主義的
な政府などは、市民社会や人権擁護者、ジャーナリストが人権に関する国際会合に参加する
と、脅迫や報復を行うことさえある。各国政府は、基本的自由の推進と保護は、より大きな信
頼を構築するものであり、悪意を持った行為者に対して強力なメッセージを発信し、暴力行為
を抑止すると認識すべきである。
国際社会はまた、新型コロナウイルス感染症パンデミックへの対応として緊急事態宣言を乱用
し、市民社会領域を制限した政府があったことや、民主主義が後退していく様も目の当たりに
してきた。中には、公衆衛生上必要であると言う口実を設け、法律を悪用、あるいは制定し、
市民社会活動家の口を封じ、標的にし、嫌がらせを行った政府もあった。パンデミック時に各
国政府が取った人権を制限する緊急措置は、人権に関する適切な国際法の下、国の責務に準拠
したものでなければならない。例えば、パンデミック下における平和的集会を持つ権利、表現
の自由、結社の自由を制限する措置は、法律によって規定され、かつ公衆衛生を守るための必
要措置でなければならない。重要なのは、各国政府は有事の際、市民社会が政府と政府が奉仕
する国民の橋渡し役を果たすなど、独特かつ積極的な役割を果たせるようにしなければならな
い。国務省民主主義・人権・労働局を含む国務省全体は、人権を尊重し、民主主義の原則を順
守し、かつ効果的なコロナ対策に必要不可欠である政府の諸政策を歓迎し、注目してきた。
究極的には、人権を尊重する民主主義国とは、より平和で、繁栄し、安定した国であり、強力
な 2 国間パートナーを構築する国である。米国は、人権に対する脅威に対処し、自由で権限の
ある市民領域を土台とする民主主義原則の強化に努めようとする市民社会、人権擁護者、民間
団体、パートナー国を全力で支援し、応援していく。現在のグローバル課題、そして権威主義
国が突き付ける試練に対処していく際には、民主主義国が具体的かつ測定できる形で、国民の
ために責務を果たし、その生活を向上させることが可能だと示さなければならない。米国は、
在外公館が CSO や人権擁護者と直接関与し、関係を強化するよう奨励している。
バイデン大統領は、就任後初の外交政策演説の中で、もし米国が今日直面する多くの課題への
対処で成功しようとするならば、「自由の保護、機会の擁護、普遍的権利の支持といった米国
が最も大切にする民主主義の価値観に根差した外交から始めなければならない」と明確に述べ
た。国務長官は、このことを米国が掲げるグローバル政策の中核に据え、米国の民主主義原則
に基づいた外交政策の一環として、全大使および在外公館長に対して、市民社会および人権擁護
者と直接関与していくよう指示した。 CSO や人権擁護者との実務的な連絡窓口は、国務省人権
担当官が一般に務めるが、問題によっては、労働権利担当官や経済担当官など、専門的な経験を
持つ大使館の他部署が連絡窓口として適切な場合がある。米在外公館に出された以下の指針
は、市民社会と人権擁護者が妨害や不当な制限を受けることなく、また自身や家族への報復に
おびえることなく活動を継続できるよう支援することで、米国政府が人権を推進するさまざま
な方策に焦点を当てている。

https://www.state.gov/u-s-support-for-democracy-good-governance-and-human-rights-in-the-global-response-to-the-covid-19-pandemic/


人権擁護者とは

「全ての人は、国家および国際レベルで、個人的に、または他との共同で、人権と基本的自
由を促進し、その保護と実現に取り組む権利を有する」と定める国連の人権擁護者に関する
宣言の原則に基づき、米国は人権擁護者を、世界で広く認知されている人権と基本的自由の
促進および保護において、非暴力的に訴える活動に単独、あるいは団体で従事している個人
と定義する。人権擁護者は世界各地で、人権と基本的自由を守り、政府の透明性と説明責任
を訴え、司法へのアクセスを促進し、不正行為を白日の下にさらすため、精力的に活動して
いる。
人権擁護者の民族、性別、性的指向、宗派、障害の有無、年齢は問わない。また、世界のど
の地域出身であってもよく、どのような社会階級や経歴を有していてもよい。人権擁護者は
さまざまな課題に取り組んでいる。特に攻撃の標的となりやすいのは、土地・環境問題や、
女性や少女、 LGBTQI+ やジェンダーの多様性、障害者、先住民の権利に取り組んでいる
人々である。
人権の促進や保護に対する個々の人権擁護者の活動方法は、国、状況、職業によっても異な
る。取り組みには以下のものが含まれるが、これらに限定されるものではない。

● 人権侵害に関する情報を集め、広める。
● 人権侵害被害者の支援。
● 説明責任を確実にし、罰則免除を廃止する活動を呼び掛ける。
● 企業が法を順守していない可能性や政府機関が法律を執行していないといっ

た懸念を公表するなど、企業に対して人権を尊重するよう訴える。
● より健全なガバナンスと政策を支持する。
● 現在進行中あるいは提案された活動による環境への悪影響から地域や天然資
源を平和的に守るよう努める。

● 人権関連条約の実現に貢献し、批准を訴える。
● 人権啓発教育や研修を行う。
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https://www.ohchr.org/Documents/Issues/Defenders/Declaration/declaration.pdf
https://www.ohchr.org/Documents/Issues/Defenders/Declaration/declaration.pdf


米国政府の外交的・実践的関与

国務省の目的は、市民社会と人権擁護者が妨害や不当な制限を受けることなく、また自身
や家族への報復におびえることなく、人権の促進と保護の活動を行えるようにすることに
ある。米国は、人権擁護者を含む市民社会活動家が直面している重要な課題に注意を向け
させ、保護とエンパワーメントを訴えるため、 2 国間および多国間外交のあらゆるレベル
で関与する。米国のアプローチは、他国に民主主義の支持と人権擁護を促すことで、長期
的に 2 国間関係がより強固なものになるという理解に基づく。
われわれは、以下を含むさまざまな形で市民社会を支援している。

● 国連および国連特別報告者と関与し、人権擁護者に向けられた特定の脅迫に対処す
る。

● 市民社会およびジャーナリストの国連機関への参加および登録を支持し、特定テー
マの課題や国別の課題について懸念を提起する。

● マルチステークホルダー機関、地域の多国間機関、 CSO の国際ネットワーク、その
他の同じ志を持ったパートナーと関与し、外交メッセージを調整するほか、制約的
な法律や市民社会を妨害する、あるいは市民社会に不当な制限をかける政府の施策
への反対活動を動員する。

● 人権報告書、信仰の自由に関する国際報告書、人身取引報告書の国別年次報告書を
公表し、市民社会や独立系ジャーナリストが直面する課題を取り上げる。

● 市民社会、労働組合、企業と連携し、 OECD 多国籍企業行動指針（ OECD 行動指
針）や、国連のビジネスと人権に関する指導原則 (UNGP) といった責任ある企業行
動に関する国際的に認められた基準やガイドラインを広め、導入する。

6
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スーダン・北ダルフールのザムザム国内避難
民キャンプ。ジェンダーに基づく暴力と人権
に関する議論の中で、ダルフールの女性と子
どもたちの伝統的な仕事を見せる女性。写
真： Albert González Farran 、国連・ AU 合
同ミッション (UNAMID) 。 CC ライセンス
（表示 -非営利 2.0）
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● スポーツと人権センター、フリーダム・オンライン「連合」、民間セキュリティサービ
スプロバイダーのための国際行動規範、安全と人権に関する自主原則イニシアチブな
ど、インターネットの自由や企業と人権のマルチステークホルダーによる取り組みに参
加するよう市民社会を促す。

● 人権擁護者の保護なども含む、多国籍開発銀行による環境と社会保護のための政策と実
践策の強化に努める。

● 国際勇気ある女性賞やインターナショナル・ビジター・リーダーシップ・プログラムな
どを通じて、人権擁護者の認知度を高める。

● 労働者の権利、人権、健全なガバナンスの尊重にとって有益となることを条件とする貿
易と支援の枠組みが効果的に実施されるよう貢献する。

● 国内外でパブリックディプロマシーのプラットフォームを活用し、社会から取り残され
た人々の情報を発信するとともにその汚名を軽減し、人権擁護者の声を広め、市民社会
と独立系ジャーナリストを標的に嫌がらせや危害を加えようとする人々を非難する。

2016 年 3月、先住民の人権と環境保護活動家のベルタ・カセルス
が、政府と企業の汚職に勇気をもって立ち向かったことで暗殺され
た。環境活動家への正義を求める彼女の闘いは、何千人もの人々を勇
気づけた。写真：米州人権委員会（ Comisión Interamericana de 
Derechos Humanos）。 CC ライセンス（表示 2.0）



● 脅威にさらされている活動家と団体への直接的な緊急金融支援や、こうした団体の
運営能力を構築する技術支援プログラムなどを通じて、制約された環境下にある市
民社会や独立系ジャーナリストを支援・保護する対外支援を提供する。

● 市民社会活動家と独立系ジャーナリストを標的にし、嫌がらせや危害を加えようとす
る者に対抗するため、必要であればビザの発給制限や経済制裁を科すグローバル・
マグニツキー法のような手段など、官民による幅広い措置を活用する。

● 現在進行中あるいは提案された活動による環境へのマイナスの影響から地域や天然
資源を守ろうとする人権擁護者に対する暴力の削減を目指す政策を策定する。

9
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米在外公館のための戦略と手段

以下は、米在外公館が CSO と人権擁護者を支援・保護するため、必要に応じて導入する戦
略や手段の一例である。
I.  市民領域環境の評価および理解
米在外公館の人権担当官は、市民社会が活動する一般的な環境の評価を行う。これには、
以下の事柄に関する監視と報告が含まれる。

● 結社、平和的集会、表現の自由に対する政府による権利の制限。
● CSO 向け資金への制限や組織に面倒な負担をかける登録や報告規制。
● 人権擁護者に対する攻撃、嫌がらせ、暴力や報復。
● CSO と市民社会活動家の弱体化や、リソースの枯渇を狙った偽の法的措置。
● 地方当局がどの程度、人権擁護者の保護と彼らに対する攻撃への捜査に取り組み、
是正や救済措置を含む司法および行政手続きへの効果的なアクセスを提供しようと
しているか。

● 市民社会活動家の活動を過度に監視あるいは制限するための、物理的あるいはデジ
タル監視の利用。

● 市民社会活動家を監視し、口を封じ、抑圧するため、デバイスやオンラインアカウ
ント、データ、サービスを狙ったハッキング、破壊、妨害、押収。

● 市民社会との定期的な対話への地方当局の関与。
● 環境問題などに関する意思決定への国民参加を規定する法律の効果的な執行。



LGBTQI+ 活動家への支持と団結を示すプライド・フラッグを
振る人々。写真： naeimasgary 。パブリック・ドメイン

● 企業による市民社会への関与や、人権を尊重しない企業。

II. 市民社会および人権擁護者との関与、協議、連絡
一般的に、米在外公館の人権担当官は最初の連絡窓口として、地域の市民社会活動家に関
与・支援するため、以下の活動を行う。

● 市民社会の懸念を大使館内の担当者に伝え、米国の関与を報告する。
● 弱い立場にある CSO を危険にさらすことなく、現地のさまざまな CSO や連合組織

と連絡を取り、定期的に会合を持つ。
● 地元の市民社会が開催、あるいは支援している公的イベントや会合に出席する。
● 地域団体、人権擁護者、さまざまなネットワークや活動と連携する国際 CSO と協議

を行う。
● 現地当局と定期的に連絡をとり、会合を行い、特定の人権事案の状況を確認する。

11
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● 人権擁護者に対する裁判官審問に出席し、裁判を傍聴する。
● 同じ志を持った在外公館との連絡窓口、現地に拠点を構える多国間会合の代表者や
メディア、市民社会など、緊急時に援助してくれる可能性のあるステークホルダーと
持続的な関係を築く。

人権擁護者が脅威にさらされている場合
● さまざまな信頼できる情報源から情報を集め、以下の場合において、人権擁護者を保

護できる最も効果的なアプローチに関する判断を伝える。
短期的な具体的行動は以下を含む。

● 可能であれば人権擁護者と面会する。そうでない場合は安全に連絡を取る。
● 在外公館が置かれている国か国際的な保護制度に、もしくはその両方にアクセスでき

るようにする。または紹介する。
● ライフライン・エンバトルド・ CSO 支援基金 (Lifeline Embattled CSO Assistance 

Fund) のような緊急援助のためのリソースを紹介する。
● 在外公館が置かれている国の政府職員に連絡する。
● 志を同じくする国の政府と連携し、一体となって支援を示す。または、包括的対応の

中で各国の役割と行動を戦略的に特定する。
● 公式声明を出す。
● 法的手続きに出席する。
● 必要であれば関係企業やビジネス団体と会合を持つ。

長期的な具体的行動は以下を含む。
● 志を同じくする国の政府と公式声明に関して連携し、在外公館が置かれている国の

政府と連絡を取るなどの行動を起こす。
● 複数のステークホルダーが参加する取り組みにおいて、志を同じくする国の政府と

外交的に連携し、官民の政策対応をまとめる。



● 必要に応じて、 OECD 多国籍企業行動指針にある各国連絡窓口、米国際開発金融公
社 (DFC) の第三者説明責任メカニズムや自由貿易協定メカニズムを通じて、特定事
例を提出する方法について CSO に助言を行う。

● 人権擁護者に嫌がらせや攻撃を行った者に対する捜査と訴追を促す。
● 「害を与えてはならない」原則に準拠し、人権擁護者のために行動する場合、事前

に人権擁護者から同意を得る。オンラインかオフラインにかかわらず、人権擁護者と
の連絡には注意を払う。

III. 外交的な関与を通じた市民社会と人権擁護者の支援
米在外公館は、 2 国間および多国間関与そしてパブリックディプロマシーを通じて、市民社会と人権擁護
者を支援・保護する。人権担当官は必要に応じて、以下の外交行動を取る。

● 米高官が現地のさまざまな市民社会代表者と関与できるよう、会合および組織化さ
れた対話を促進する。

● 市民社会と人権擁護者を米在外公館のイベントに招待し、職員と協議する機会を促
進する。

英国・ロンドン。平和的デモで、拡声器を使い人種平等を訴える
若い女性。写真： Ehimetalor Akhere Unuabona, on Unsplash 。パ
ブリック・ドメイン
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暴力的過激主義に対抗する国家行動計画を発表するケニアのワジール・ヒュ
ーマン・ライツ・ウォッチの代表ソフィ・ジェディ。写真：ハンク・ネルソ
ン、米国際開発庁 (USAID) 。 CC ライセンス（表示 -非営利 2.0）。



● 志を同じくする国の在外公館や米在外公館にある他の米政府機関の代表者と少なく
とも 1 つのワーキンググループを立ち上げ、市民領域への脅威を特定し、外交と支援
対応で確実な連携を図る。

● 在外公館が置かれている国の政府職員と直接対話し、制限的な法律や規制、市民社
会活動家に対する攻撃への罰則免除など、市民社会の運用環境に関する懸念を伝え
る。志を同じくする国の大使館代表と連携し、同じメッセージを発信する。

● 在外公館が置かれている国の政府に対して、平和的集会の自由および結社の自由の権
利に関して、国連特別報告者、あるいは他の特別報告者、多国間や域内機関からの
訪問依頼を受け入れるよう働きかける。

● ソーシャルメディア、論説、発言機会を活用して、 CSO と人権擁護者の声を拡大
し、市民領域を制限する政府行動を非難する。市民社会、人権擁護者、独立系ジャ
ーナリスト、その他弱い立場にいる人を標的とする、嫌がらせをする、あるいは危
害を加えようとする人々を非難する。

● 責任ある事業活動を促進し、米国企業に人権デューデリジェンスのプロセスを導入
するよう働きかけ、人権への事業影響を特定、防止、軽減する。さらに、在外公館
が置かれている国の政府に対して、 UNGP および OECD 行動指針を順守するよう働
きかける。

● 企業と市民社会との間で話し合いを開催し、難易度の高い人権問題に対処する。
● 現地の市民社会と独立系ジャーナリストに、最良慣行を交換し米国内の相手方と関
係を構築する機会を提供する。

● 市民社会活動家を、緊急、短期的、長期的といったさまざまな支援とつなげる。こ
れには、 CSO や活動家への物理的もしくは情報面のセキュリティに関する研修や技
術支援も含まれる。

● 土地・環境問題や、女性や少女、 LGBTQI+ やジェンダーの多様性、障害者、先住
民、民族および宗教的少数者に関する課題に取り組んでいる人権擁護者など、特に弱
い立場にある人権擁護者のニーズとリスクに対応できるよう関与を変えていく。環境
擁護者に関しては、機関間作業部会に環境事案についての会合を持つよう求める。

15



16

IV. 市民領域環境に関する報告
米在外公館の人権担当官は、市民領域環境、人権擁護者に関する個別事案、在外公館が置
かれている国の政府や他機関もしくは個人による人権侵害に関する報告を定期的に行う。
人権担当官は定期的に市民社会と交流し、以下のような報告書用の情報を求める。

● 首都ワシントンの国務省政策担当者への定期的報告書
● 国務省の年次国別人権報告書
● 国務省の人身取引報告書
● 国務省の信仰の自由に関する国際報告書



追加資料

一般的および緊急支援
1. ファクトシート：米国内の非政府組織 (NGO)
2. ファクトシート：人権の促進：米在外公館との連携に関する最良事例と機会
3. 米国際開発庁：活気ある市民社会と独立したメディアへの支援
4. ライフライン：エンバトルド CSO 支援基金 (Lifeline Embattled CSO Assistance 

Fund)5. グローバル平等基金： LGBTQI+団体を支援する人権擁護者のための緊急支援
6. フリーダム・ハウス：緊急支援とテーマ別プログラム
7. ファクトシート：新型コロナウイルス感染症パンデミックへのグローバル対応にお

ける、民主主義、健全なガバナンス、米国の人権支援
8. デジタル擁護者パートナーシップ：デジタル脅威と現地対応ネットワークへの支援

ビジネスと人権
1) ビジネスと人権：ビジネスと人権を推進するための米国政府のアプローチ
2) ファクトシート：責任あるビジネス行動
3) 経済協力開発機構：多国籍企業行動指針（ OECD 行動指針）
4) 国際連合：ビジネスと人権に関する指導原則 (UNGP)
5) 自主原則についてのイニシアチブ：安全と人権に関する自主原則
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https://www.state.gov/non-governmental-organizations-ngos-in-the-united-states/
https://www.state.gov/advancing-human-rights-best-practices-and-opportunities-to-partner-with-u-s-embassies/
https://www.usaid.gov/democracy/supporting-vibrant-civil-society-independent-media
https://www.csolifeline.org/
https://www.state.gov/global-equality-fund/
https://freedomhouse.org/programs/emergency-assistance-and-thematic-programs
https://www.state.gov/u-s-support-for-democracy-good-governance-and-human-rights-in-the-global-response-to-the-covid-19-pandemic/
https://www.digitaldefenders.org/
https://www.state.gov/key-topics-bureau-of-democracy-human-rights-and-labor/business-and-human-rights/
https://www.state.gov/wp-content/uploads/2019/04/RBC-Fact-Sheet.pdf
https://www.oecd.org/corporate/mne/
https://www.ohchr.org/documents/publications/guidingprinciplesbusinesshr_en.pdf
https://www.voluntaryprinciples.org/
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母国ソマリアから逃れ、
カナダで育ったイルワド
・エルマン。現在はソマ
リアで、エルマン平和人
権センターの代表を務め
る。写真： Sebastian 
Lindstrom 。 CC ライセン
ス（表示 -非営利 2.0）

2017 年、国務省の国際
勇気ある女性賞を受賞し
た人権擁護者マレボゴ・
モレフェ。ボツワナ代表
の元バスケットボール選
手。 8回の銃撃を受けた
後、障害者権利とジェン
ダーに基づく暴力に反対
する活動家となる。現在
は車いすを使用してい
る。写真：国務省。パブ
リック・ドメイン

2017 年、人権活動家の劉暁波の死を悼むため集まった支援者た
ち。劉暁波は 2010 年、中国の人権のため非暴力的な手段で闘っ
てきたことが評価され、ノーベル平和賞を受賞した。写真：
aktivioslo 。 CC ライセンス（表示 -改変禁止 -非営利 2.0）



キューバ政府によって男性家族が投獄された女性たちの団体「 Las Damas 
de Blanco」。毎週日曜日のミサの後、ハバナ市内にあるサンタリタ教会の
外に集まる。投獄されている男性の妻、母親、姉妹、友人たちが、毎週日曜
日に市内で街頭デモを行う。写真： Hvd69 。 CC ライセンス（表示 -継承 
3.0 非移植）
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